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今後の防災研究
のあり方
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話の流れ

１）自己紹介
２）関連学会の様子
３）東日本大震災を踏まえる
４）今後の災害を考えると
５）日本の防災技術やシステム

の海外展開
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1. シンプルで高精度な構造物破壊解析法の開発

2. 構造物の常時ヘルスモニタリングと災害時の早期被害評価システム

3. 地震断層が地表構造物と埋設管や構造物に与える影響に関する研究

4. 地震時の家具挙動分析と転倒防止対策に関する研究

5. わが国の既存不適格建物の耐震補強を普及させる環境整備に関する研究

6. 途上国の組積造構造物の耐震性向上を実現する技術と社会制度の研究

7. 多目的ブイと宗教施設を利用した津波災害軽減システムの研究

8. 避難行動モデルの開発と災害時の避難対策に関する研究

9. 次世代型ハザードマップの開発とリスクコミュニケーションに関する研究

10. 人口減少時代における活断層ゾーン法の研究

11. 防災教育と災害イマジネーションツールの開発

12. 電力需要データを用いた常時から非常時までの地域評価に関する研究

13. 次世代型防災マニュアルと災害情報システムの研究

14. 緊急地震速報の有効な利用方法に関する研究

15. 災害時の病院の防災力向上に関する研究

16. 子供の防犯と地域の安全安心を向上する対策に関する研究

17. 危機管理・防災情報ステーションの開発

ハード

ソフト

研究として取り組んでいること
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防災対策を実現するために(研究以外で）

（賛同者をつくる活動）

• 議員連盟の設立支援(ICUS人事ポリシー）

• 防災士の育成支援(全国で４万５千人）

• ＷＳＳI(世界地震安全推進機構)の活動
• 分かりやすい情報提示・出版

（絵本、コミック、一般書、など）

• 防災ビジネスの創造と育成
(特別研究会,日本社会に適したBCP,ワーディング）

• 21世紀型いざ鎌倉システム
• 関連学協会の連携　　1
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的研究分野の動向調査

Ndr: 災害種別かつ対策種別に
的中した論文数

Nd: 災害種別のみ的中した論文数
Nr: 対策種別のみ的中した論文数
Nall: 全論文数

Ndjr: 災害種別jかつ対策種別に

的中した論文数
Ndj: 災害種別jに的中した

論文数
Mdj: 的中率考慮論文数の和

（災害種別j）
Pdj: 論文集における的中率

（災害種別j ）

対策種別(i)

災
害
種
別
(j)

Ndri: 対策種別iかつ災害種別に的中した論文数
Nri: 対策種別iに的中した論文数
Mri: 的中率考慮論文数の和（対策種別i）
Pri: 論文集における的中率（対策種別i ）

mi,j,l

ΣΣmi,j,l=1
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地域安全学会（2007）
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「対策」 vs 「災害」（上位）
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「対策」 vs 「災害による影響」（上位）
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東日本大震災の特徴

１）広域な被災地（災害対策基準法の限界、後方支援）

２）地震動による揺れ被害
・記録された地震動の強さの割に

少なかった構造物被害
・地盤災害（造成地の問題、液状化現象）
・非構造材の被害（天井の落下）

３）津波災害（ハード対策とソフト対策）
４）首都圏の被害
５）エネルギー問題
６）原発関係の問題

　　3



International Center for Urban Safety Engineering, IIS, The University of Tokyo 13

私の野帳のメモ

１）地震の直後に重要と感じた事柄
・三陸海岸を中心とした津波災害激甚地域の課題

・仙台市の課題（被災地内の人口100規模の大都市）

・首都圏が直面した課題

・流通（人、もの、情報）の課題

・原発にかかわる様々な課題（後に追加）

・将来の巨大地震災害対策への教訓としての課題

・被災地内大学の後方支援の課題

２）お金のねん出（金のなる木はないか？）
・キャンペーン、復興宝くじ、
・復興債（増税）、特区（減税）

■3月15日のメモ
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震災復興のめざすもの
将来の繁栄の礎となる創造的復興

四原則：

・被災地域の豊かで安全な生活環境を再興するととも

に、日本の将来的課題の解決策を示す復興

・政府、自治体、企業、NPO/NGO、国民、そして被災地

域の人々が連携し、知恵と財源を出し合う協調した

復興

・低環境負荷、持続性、地域産業再興に配慮した復興

・前提条件の再吟味に基づいた復興

目黒、3/13，3/16

目黒の復興ビジョン

International Center for Urban Safety Engineering, IIS, The University of Tokyo 15

帝都復興の4方針

復旧（旧状のまま再建）ではなく，

復興（抜本的な都市改造）

１．遷都を否定

２．復興費に30億円をかける

３．欧米の最新の都市計画を適用する

４．都市計画の実施のために地主に

断乎たる態度をとり不当利得を許さない

後 藤 新 平（1857-1929）

1882 医師→内務省衛生局

1898-1906

台湾総督府民政長官

1920-1923 東京市長

1923- 内務大臣

兼帝都復興院総裁

東京の都市復興計画

立案
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メカニズム研究成果に基づいた
社会実装型の防災対策の研究

具体的課題：
１）津波発生メカニズム解明の推進
２）津波遡上現象の詳細の究明
３）津波浮遊物が被害に与える影響の究明
４）押し波に加え、引き波が被害に与える影響の究明
５）津波が引き起こす各種の現象（上記２～４）が多様な構造物に

与える影響の究明とそれらの影響を考慮した構造物設計の研究
６）津波によって移動した財産や発生した瓦礫の処理に関する研究

（他者の土地に移動した財産の扱い、瓦礫の柔軟かつ効率的な処分法）

７）地域特性（地形、地域産業、地域住民、等）を踏まえた効果的な
津波避難対策と津波被災地の地域復興法の研究

８）津波を受けた農林水産業の再生法に関する研究
９）津波災害を受けた被災者と支援に当たった人たちの心のケア

に関する研究

■3月29日から4月3日の調査を踏まえてのメモ

津波災害関連の研究で
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・災害対策基本法の課題解決（対口支援、復興院）

・マスコミ （報道のあり方、コマーシャルの扱い、

○○キャンペーンで復興支援金）

・風評被害（自粛はダメ、被災地の作物・製品を

積極的に買う運動、・・・）

・希望、生きがいを提供するには

・経済活動を停滞させない、

海外が見る日本の姿（円、ストックマーケット）

継続的・総合的な被災地支援を可能にするために（１）
■3月18日のメモ
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・電力不足への対処法（積分値とピークカットの問題

電力税、値上げ、メリハリをつけたプライシング）

・適切な復旧・復興とは？（迅速な復旧・復興は大切

だが、行き過ぎは問題）

・復興債（＋国際信用維持のための増税）、

特区（減税、企業誘致）、・・・

・放射線危険地域の有効利用は
（広島や長崎の復興はどうであったのか？

原子力以外の発電基地、ソーラー、風力、

バイオマス：人が口にしない植物を作る農業の充実）

→継続的に金をつくる仕組みなしでは被災者支援はむり

■3月18日のメモ

継続的・総合的な被災地支援を可能にするために（２）
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帰宅困難者に関係して

• 鉄道利用者の分布
• 帰宅困難者を多量に発生させないために
• 活動基盤のある人とない人

（通勤・通学、ショッピング・レジャーなど）
• ケアを受ける側の人間から、

ケアする側の人間へ
• 効果的な安否確認法
• 対応で評価を大きく分けた企業

（ビジネス上の信頼性を高めた企業、落とした企業）
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復旧・復興について

• 局所最適解と全体最適解の関係

• 地元被災者に聞くと・・・・

「元通りがいい」と言うが、本当に同じでいいのか？

• 大規模災害の持つ意味（時間短縮機能）

• お金は？、将来予測は？ 旧山古志村の事例

• 未来責任は？、課題先取り解決型で、

• 震災ユートピアから、現実へ

• 現在進んでいる復旧・復興策は？

• 原発の問題

■４月４日のメモ
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マスコミ/災害報道/災害情報について

1）素早く災害の全体像を知らせるには（災害規模の扱い）
・死者・行方不明者の扱い（確定情報と専門家の推定情報）

2）適切な災害報道/災害情報の提供のために
・どのチャンネルも同じ放送のみでいいのか
・いつ、だれに、どんな情報を、どのように伝えるのか

（マスメディア、SNS,・・・）
・災害イマジネーション不足（防災教育、受験科目）

3）どんな報道が求められるのか
・被災地の人々の困難を効果的に軽減する報道は？
・希望や生きがいを与える報道は？
・適切な後方支援を可能とする報道は？
・国益を失することのない報道は？
・防災上あまり役に立つとは思えない報道は？

■3月11日～3月17日のメモ
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市町村別WEB版の記事数（朝日新聞電子版）
3月11日から4月12日までの震災関連記事（市町村名が記載されている2,107件）

記事数

死者数
（4月24日現在値）

市町村名の掲載回数と死者数の関係

宮城県石巻市

岩手県陸前高田市

宮城県仙台市

宮城県東松島市

福島県双葉町

宮城県山元町
記事数：9件
死者数： 643名

岩手県大槌町
岩手県釜石市

宮城県亘理町
記事数：5件
死者数： 247名

（これでいいのか？）
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首都直下地震

や

東海・東南海・南海地震

の連動イベント

を対象にすれば
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最優先対策/課題は何か?

■最優先すべきは構造物に対する対策である
兵庫県南部地震以降に指摘された諸問題

◆ 震後火災による焼死者の問題
◆ 被災地の人々の心理的な問題
◆ コミュニティの崩壊
◆ 避難所・仮設住宅の問題
◆ ガレキやごみ処理の問題とその環境への影響
◆ ライフラインをはじめとする社会機能の障害
◆ 地域経済・産業活動の低迷/停止
◆ 復旧・復興時期の様々な問題, etc.

■これらの問題の真の原因は何か？
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最重要課題は

既存不適格建物の建替と耐震改修を促進
させるしくみづくり

しかし、その対策は 決して手厚い

事前の耐震改修支援でもないし

被災者の事後支援でもない
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◆重要性の理解不足
（災害イマジネーションの欠如）

◆技術と制度
◆技術（高性能でも、高価ではだめ）

（安価、ただし安過ぎない）
（信頼性が高い、多様なメニュー）

◆制度（やった人が得をする）
（信頼性の担保、 安心感）

耐震改修が推進しない理由
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◆行政によるインセンティブ制度

◆耐震改修者（自助努力した
所有者）による積み立て

◆新しい地震保険

目黒の３つの提案
（公助・共助・自助）の全てに貢献する制度

この３つで、耐震改修さえしていただければ、万が一、被災
しても、新築の家一軒を再建できる費用を提供できる。

いい場所に、いいものをつくって、よくメンテナンスして、長く使う International Center for Urban Safety Engineering, IIS, The University of Tokyo 28
28

Numerical

構造物の破壊解析

Exp1 Exp2
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International Center for Urban Safety Engineering, IIS, The University of Tokyo 29
29

全体構造として
仕事の流れが見えにくい
仕事の量の議論がなされていない
災害状況（規模，地域，季節，天候，曜日，

発生時間など）で変化しない
事前利用の機能が弱い（抑止力、イマジネーション）

個別項目として
5W1H（６W２H、具体的なアクションの記述）

代替案の記述

時間別部署別の達成目標の欠如

個人の経験が組織に遺伝しない仕組み

災害対応業務（マニュアル）を
取り巻く現状の問題点

International Center for Urban Safety Engineering, IIS, The University of Tokyo 30
30

ダイナミックダイナミック
＆＆

インタラクティブインタラクティブ

防災マニュアル被害想定

災害対応業務量予測 職員被災/人材運用
累積参集人数

今後の総合防災マニュアルが持つべき機能

International Center for Urban Safety Engineering, IIS, The University of Tokyo 31

・責任の所在が不明確
・対象地域や現場の特性把
握が不十分

・検索性、更新性が悪い
・マニュアルの善し悪し/不備
の自己分析が難しい

・お上指導型

・分厚い紙の印刷物

現行の防災マニュアル現行の防災マニュアル

防災力の向上につながらない

背景 総合的な防災対策総合的な防災対策

被害抑止 災害対応
被害軽減

災害
(Hazard)

最適復旧
復興計画

◆作成法◆作成法

◆スタイル◆スタイル

International Center for Urban Safety Engineering, IIS, The University of Tokyo 32
32

利用組織/主体の総合的な防災対策ができる環境利用組織/主体の総合的な防災対策ができる環境

目的

被害抑止 災害対応
被害軽減

次世代型防災マニュアル構想次世代型防災マニュアル構想

①問題点の洗い出し

③防災対策の実施④防災対策の評価

災害
(Hazard)

最適復旧
復興計画

・既存マニュアルの分析/評価

・マニュアルの目的別/ユーザ別編集

・当事者によるマニュアル作成/更新

機能機能

②防災対策の検討

従来型

新提案

経過時間

被
害
イ
メ
ー
ジ

災害
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International Center for Urban Safety Engineering, IIS, The University of Tokyo 33
33

マニュアル環境①

① シナリオの利用① シナリオの利用

防災マニュアル

シナリオ型被害想定
＋

時間的流れを組み込む

被害特性/規模に応じた

行動が可能となる

①主体

② 各項目にINDEXの付加② 各項目にINDEXの付加

②サービス内容 ③対策期（相対的）

④ ⑤作業開始・終了時間（絶対的）⑥発生仕事量
INDEX

International Center for Urban Safety Engineering, IIS, The University of Tokyo 34
34

マニュアルの分析/評価①

地震発生後経過時間 (hour)

主体

仕
事
数
（
記
載
事
項
数
）

43

11

28

17
13

3 3

39

19

33

3
8

2 3 3
6

1
4

6

1811

26

1

33

2

18

2

18

76

5

21

3

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

0
0.

5 1 2 3 6 12 24 48 72 96 16
8

24
0

33
6

50
4

67
2

99
9

合
計

港湾部
衛生部

下水道部
環境部

教育部
経済部

建築部
交通部

災害対策本部長
市民部

消防部
水道部

総務部
都市整備部

土木部
民生部

合計

部署間の仕事量の

バランスが非常に悪い

◆地震後4日程度を境と

して記述が激減する

◆地震発生後6-24時間の対応に
関する記述が少ない．

時間の経過に伴う
記載事項の変化

International Center for Urban Safety Engineering, IIS, The University of Tokyo 35
35

仕
事
数
（
記
載
事
項
数
）

43

11

28

17
13

3 3

39

19

33

3
8

2 3 3
6

1
4

6

1811

26

1

33

2

18

2

18

76

5

21

3

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

0
0.

5 1 2 3 6 12 24 48 72 96 16
8

24
0

33
6

50
4

67
2

99
9

合
計

港湾部
衛生部

下水道部
環境部

教育部
経済部

建築部
交通部

災害対策本部長
市民部

消防部
水道部

総務部
都市整備部

土木部
民生部

合計

目的別/ユーザ別編集

地震発生後経過時間(hour) サービス

仕
事
数
（
記
載
事
項
数
）

医療救護

飲料水/食料/生活必需品の供給

災害救助法

市管理施設の応急対策

住宅対策

道路/交通対策

避難対策

輸送計画

0

1

2

3

4

5

6

0 0.5 1 3 6 24 48 96 999

主体＝災害対策本部長

地震発生後経過時間 (hour)

主体

仕事内容がわかる

International Center for Urban Safety Engineering, IIS, The University of Tokyo 36
36

43

11

28

17
13

3 3

39

19

33

3
8

2 3 3
6

1
4

6

1811

26

1

33

2

18

2

18

76

5

21

3

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

0 0.
5 1 2 3 6 12 24 48 72 96 16
8

24
0

33
6

50
4

67
2

99
9

合
計

港湾部
衛生部

下水道部
環境部

教育部
経済部

建築部
交通部

災害対策本部長
市民部

消防部
水道部

総務部
都市整備部

土木部
民生部

合計

当事者が合理的に防災マニュアルを作成する
ための支援ツールとして

地震発生後経過時間 (hour)

主体

仕
事
数
（
記
載
事
項
数
）
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International Center for Urban Safety Engineering, IIS, The University of Tokyo 37

０～30分後 1～2時間後 3～6時間後 12～24時間後 48～72時間後

Person Ｂ

Person Ｄ

Person Ｅ

Person Ｃ

Person Ａ

施設工作班

0~
30

分
後

30
分

~1時
間

後

1~
2時

間
後

2~
3時

間
後

3~
6時

間
後

24
~48

時
間

後

6~
12

時
間

後

12
~24

時
間

後

48
~72

時
間

後

時間

仕
事
量

00

22

44

66

88

1010

1212

1414

1616

1818

2020

当事者によるマニュアル作成/更新

新規入力

６～１２時間後
周辺地域の被害状況がわかってくる
初期消火活動が一段落
道路の渋滞が著しくなる
給水車での水の供給開始

引き続き避難所での避難住民の
警護を行う

関
係

者

(2) (2) お互いに見せ合うお互いに見せ合う

(3)問題点の洗い出し
防災対策の立案

補充/追加

事前対策を行えば

減少減少

(4)(4)班のマニュアルが完成班のマニュアルが完成

(1)(1)班員一人一人が独自マニュアル班員一人一人が独自マニュアル
を作成しを作成し

International Center for Urban Safety Engineering, IIS, The University of Tokyo 38
38

災害情報データベース

過去の災害事例から得られた情報

蓄積

共有化（ex.新聞記事、調査結果、教訓）

①対象となる組織 ②場所・地域（二次元・三次元）
③影響の空間的広がり ④時間 ⑤キーワード群

INDEX
の設定

過去の災害情報の時間や空間，対象や
内容など様々な切り口による分析と評価

分析/評価機能
目的別/ユーザ別編集機能

標準化

International Center for Urban Safety Engineering, IIS, The University of Tokyo 39
39

事
前

情
報

事
件

発
生

～
３秒

３秒
～

10秒

10秒
～

30秒

30秒
～

1分

1分
～

2分

2分
～

5分

5分
～

10分

10分
～

30分

30分
～

1時
間

1時
間

～
2時

間

2時
間

～
3時

間

3時
間

～
6時

間

6時
間

～
12時

間

12時
間

～
1日

1日
～

2日

2日
～

3日

3日
～

1週
間

1週
間

～
2週

間

2週
間

～
1ヶ

月

1ヶ
月

～
2ヶ

月

2ヶ
月

～
3ヶ

月

3ヶ
月

～
6ヶ

月

6ヶ
月

～
1年

事件発生からの経過時間

記
事
掲
載
数

X軸

Y軸

Z軸

対象組織

ジュリアーニ市長

データベース全体

同時多発テロ事件分析例

利用目的に応じた
状況の追跡が可能

該当する項目

時間

記
事
掲
載
数

キ
ー
ワ
ー
ド
群

X軸

Y軸

Z軸

対象組織=ジュリアーニ市長で

データベースを編集

事
前

情
報

事
件

発
生

～
３秒

３秒
～

10秒

10秒
～

30秒

30秒
～

1分

1分
～

2分

2分
～

5分

5分
～

10分

10分
～

30分

30分
～

1時
間

1時
間

～
2時

間

2時
間

～
3時

間

3時
間

～
6時

間

6時
間

～
12時

間

12時
間

～
1日

1日
～

2日

2日
～

3日

3日
～

1週
間

1週
間

～
2週

間

2週
間

～
1ヶ

月

1ヶ
月

～
2ヶ

月

2ヶ
月

～
3ヶ

月

3ヶ
月

～
6ヶ

月

6ヶ
月

～
1年

ジュリアーニ市長
支援

被災者
援助

瓦礫
救助

保健
復旧作業
行方不明者
復興
財政援助

ビジネス支援
経済

基金
警備
閉鎖

寄付
医療

遺体
ボランティア

利用者の災害に対する
イメージ能力を向上させる

情報として提供

対象組織

時間

場所

空間的広がり

キーワード

タイトル

内容

・ ジュリアーニ市長は、旅客機が衝突したとの連
絡を、5番街50丁目付近で受け、直ちにワールドト
レードセンターに設けられた一時的な緊急指令セ
ンター（75 Barclay St. at West Broadway）に向
かった。市長と何人かの幹部が、オフィスまでの
数ブロックを歩いているとき、ワールドトレードセン
ター南棟が崩壊し、この地域が安全でないことが
明白となった。

Trying to Command an Emergency

ジュリアーニ市長 ニューヨーク市職員

30分～1時間

WTC

WTC特定建物 WTC地区及びその周辺

シナリオ 通信 避難 設立

International Center for Urban Safety Engineering, IIS, The University of Tokyo 40
40

事
前

情
報

事
件

発
生

～
３秒

３秒
～

10秒

10秒
～

30秒

30秒
～

1分

1分
～

2分

2分
～

5分

5分
～

10分

10分
～

30分

30分
～

1時
間

1時
間

～
2時

間

2時
間

～
3時

間

3時
間

～
6時

間

6時
間

～
12時

間

12時
間

～
1日

1日
～

2日

2日
～

3日

3日
～

1週
間

1週
間

～
2週

間

2週
間

～
1ヶ

月

1ヶ
月

～
2ヶ

月

2ヶ
月

～
3ヶ

月

3ヶ
月

～
6ヶ

月

6ヶ
月

～
1年

ジュリアーニ市長
支援

被災者
援助

瓦礫
救助

保健
復旧作業
行方不明者

復興
財政援助

ビジネス支援
経済

基金
警備
閉鎖

寄付
医療

遺体
ボランティア

事件発生からの経過時間

記
事
掲
載
数

キ
ー
ワ
ー
ド
群

X軸

Y軸Z軸

同時多発テロ事件分析例
時間経過に伴う項目の
内容の変化が見える

復興

1-2日後
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41

災害情報の収集
遺体の処理

消防
警備

避難対策
医療救護

飲料水・食糧の供給
輸送計画

文教対策
住宅対策

障害物の除去
清掃・防疫

市管理施設の応急対策
混乱防止対策

災害救助法
広報・広聴

道路・交通対策
応急危険度判定

広域応援体制
0-1時

間

2-3時
間

3-6時
間

12時
間

-1日

1-2日
3日

-1週
間

1-2週
間

1-2ヶ
月

3-6ヶ
月

6ヶ
月

-1年

1-2年
1-2時

間

6-12時
間

2-3日
2週

間
-1ヶ

月

2-3ヶ
月

2-3年
3-5年

5-10年

災害発生後経過時間X軸

Y軸

キーワード群

災害復興住宅

住宅対策

阪神・淡路大震災分析例

Z軸

記
載
事
項
数

全ての項目の時系列的
変化が読み取れる

応急仮設住宅

時間帯ごとの項目の構成と
項目数がわかる

International Center for Urban Safety Engineering, IIS, The University of Tokyo 42
42

災害情報の収集
遺体の処理

消防
警備

避難対策
医療救護

飲料水・食糧の供給
輸送計画

文教対策
住宅対策
障害物の除去

清掃・防疫
市管理施設の応急対策

混乱防止対策
災害救助法

広報・広聴
道路・交通対策

応急危険度判定
広域応援体制

神
戸

市

被
災

者

政
府

警
視

庁

警
察

庁

兵
庫

県
知

事

一
般

企
業

被
災

地

阪
神

・淡
路

復
興

委
員

会

芦
屋

市

ボ
ラ
ン

テ
ィア

兵
庫

県

兵
庫

県
警

自
治

体

西
宮

市

一
般

住
民

警
察

JR西
日

本

神
戸

市
消

防
局

対象組織X軸

Y軸

サービス

自
衛

隊

年表データベース
分析結果②

住宅対策

飲料水の供給

避難対策

神戸市 兵庫県

阪神・淡路大震災分析例

Z軸

記
載
事
項
数

対象組織ごとに重点的に
やるべき項目がわかる

International Center for Urban Safety Engineering, IIS, The University of Tokyo 43
43災害発生後経過時間X軸

Y軸

サービス
内容

Z軸

仕
事
量
（
人
・日
）

現行の防災マニュアルの
分析/評価

3日-1週間後

避難対策

現行防災マニュアルの
作業内容

過去の災害事例

1995

1995

1995

1995年01月23日（月） 兵庫県の避難者数ピーク（避難所数1153カ所、避難者数31万6678人）

詳細表示

比較/評価

International Center for Urban Safety Engineering, IIS, The University of Tokyo 44
44

現行防災マニュアルの
作業内容

過去の災害事例

1995

1995

1995

1995年01月23日（月） 兵庫県の避難者数ピーク（避難所数1153カ所、避難者数31万6678人）

更新/修正新規入力
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45

各区地震動
推定結果

周辺地域を
含めて表示

震
源
の
設
定

International Center for Urban Safety Engineering, IIS, The University of Tokyo 46
46

職
員
の
住
居
の
割
合

時間別参集人数

半壊被害職員の50％

被害を免れた職員

累積参集人数

半壊被害職員の50％

被害を免れた職員

International Center for Urban Safety Engineering, IIS, The University of Tokyo 47
47

必要職員数

累積参集職員数

活動主体

地震発生後経過時間(hour)

仕事量（人）

消防

2-3時間後

人員不足が予想される

International Center for Urban Safety Engineering, IIS, The University of Tokyo 48
48

活動主体

地震発生後経過時間(hour)

仕事量（人）

必要職員数

累積参集職員数

2-3時間後

消防

シ
ナ
リ
オ
を
変
化

マニュアルがシナリオに応じて変化
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